
令和２年度地方創生推進交付金事業の実績報告について 

 令和２年度地方創生推進交付金を活用し実施した事業の実績について報告します。 

１ 交付金の活用目的                                   

国の地方創生推進交付金は、地方版総合戦略に基づく地方公共団体の自主的・主体的で先導的

な取組を複数年度にわたり安定的・継続的に支援することにより、地方創生の深化・高度化を促

すものです。本市においても交付金を活用し、複数の政策を相互に関連づけるなど、地方創生の

充実・強化を図る事業へと展開するとともに、市の財政負担の軽減を図っています。 

２ ＰＤＣＡサイクル                                  

○ 国の採択を受けた事業について毎年実績報告をとりまとめ、重要業績評価指標 

（ＫＰＩ）の達成状況を国に報告。 

○ 検証の実施（外部有識者の意見聴取）。 

○ 検証結果を受けて事業改善を行い、次年度以降の事業を実施。 

３ 交付金事業の概要                                   

（１）地域連携ＤＭＯの設立による麒麟のまち圏域広域観光開拓・推進事業           

麒麟のまち圏域の観光地域づくりの核となる地域連携ＤＭＯの設立・運営を支援するととも

に、圏域への新たな観光需要の開拓を行い、観光入込客数の増加を図ります。また、この取組

により促進された交流人口の増加を移住定住者の増加につなげるため、移住定住相談会への出

展等により、ふるさと・いなか回帰の促進を図ります。 

（２）高度外国人材等活用促進事業                             

本市に高度外国人材の供給体制を整えることや、外国人留学生の市内企業へのインターンシ

ップを実施することにより、市内企業の人材不足・労働力不足への対応や企業の海外展開の推

進を図ります。 

（３）「山陰海岸ジオパーク」の魅力向上・発信による地域活性化プロジェクト         

麒麟のまち圏域を訪れる観光客の増加に向け、山陰海岸ジオパークエリアに点在する優れた

観光エリアの情報発信や魅力の向上、体験型観光の充実・強化を図ります。また、子どもたち

にジオパーク学習会を通じて、郷土愛の醸成や地域資源を活かした観光事業の可能性や魅力を

伝え、将来の観光産業を担う人材育成・確保を図ります。 

（４）「麒麟のまち」産品のブランド化・販路拡大による産業振興プロジェクト         

「麒麟のまち関西情報発信拠点」を拠点に、関西圏へ圏域の魅力発信及び圏域産品のＰＲ・

販路拡大を行います。また、事業実施主体を「地域商社とっとり」が担うことで、販路拡大や

市場ニーズを踏まえた新商品開発と既存商品のブランド化を一体的に行うとともに、これらを

通じた交流人口の拡大による地域経済の活性化を図ります。 

（５）スマート農業技術を活用した新たな販路開拓や商品開発事業               

スマート農業などの実証事業による生産性向上や地元産品等を活用した新製品開発やブラ

ンド化の支援による高付加価値化を図るとともに、インターネットショップの運営などによる

販路拡大やＰＲのための支援や担い手不足解消に向けた事業の実施により、農林水産業をはじ
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めとする地域経済における諸課題の解決を図ります。 

（６）中心拠点と公共交通ネットワークの再構築による多極ネットワーク型コンパクトシティ推進

事業 

鳥取駅周辺の構造的課題の把握、回遊性・滞在性の向上による魅力の創出、遊休不動産の利

活用を通じてまちの魅力を高める「リノベーションによるまちづくり」の推進を行うとともに、

市内外からの来訪者増加に向け、持続可能で利便性の高い公共交通の再構築に向けた事業を展

開することで、多極ネットワーク型コンパクトシティの推進を図ります。 

４ 事業実績の概要                                    

事業名 

（実施期間） 

総事業費 

(うち交付金充当額)
指標 目標値 実績値 

内部 

評価 

外部 

評価 

1 

地域連携ＤＭＯの設立

による麒麟のまち圏域

広域観光開拓・推進事業 

（H29～R3年度） 

 53,425千円 

 (26,673千円) 

圏域への観光客入込客数

（年） 

7,610 

千人 

4,382 

千人 

地方創

生に相

当程度

効果が

あった 

KPI 達

成に有

効であ

った 

圏域への移住定住者数（年

度） 
631人 699人 

２ 

高度外国人材等活用促

進事業 

（H30～R2年度） 

30,000千円 

(9,320千円) 

県内企業の高度外国人の

採用数（年度） 
３０人 １３人 

地方創

生に効

果があ

った 

KPI 達

成に有

効であ

った 

県内企業への就職を前提

とした鳥取城北日本語学

校の入学者数（年度） 

30人 １４人 

３ 

「山陰海岸ジオパーク」

の魅力向上・発信による

地域活性化プロジェク

ト 

（R元～R3年度） 

35,375千円 

 (16,736千円) 

鳥取砂丘・いなば温泉郷周

辺の観光入込客数（年） 

295.0 

万人 

170.8 

万人 
地方創

生に効

果があ

った 

KPI 達

成に有

効とは

いえな

い 

出前講座・現地研修参加者

数（年度） 

10,600

人 

6,854 

人 

４ 

「麒麟のまち」産品のブ

ランド化・販路拡大によ

る産業振興プロジェク

ト 

（R元～3年度） 

47,641千円 

 (23,604千円) 

地域商社の取引契約件数

（累計/年度） 
120件 133件 地方創

生に相

当程度

効果が

あった 

KPI 達

成に有

効であ

った 

鳥取砂丘・いなば温泉郷周

辺の観光入込客数（年） 

295.0 

万人 

170.8 

万人 

５ 

スマート農業技術を活

用した新たな販路開拓

や商品開発事業 

（R２～４年度） 

99,907千円 

 (44,573千円) 

次世代農業実施経営体数

（企業・法人・個人）（年

度） 

1件 1件 地方創

生に相

当程度

効果が

あった 

KPI 達

成に有

効であ

った 

高校生地元就職率（年度） 88.60％ 87.09％ 

大学生地元就職率（年度） 24.14％ 17.20％ 

インターネットモール「と

っとり市」の売上額（年度） 

26,626

千円 

63,616

千円 

６ 

中心拠点と公共交通ネ

ットワークの再構築に

よる多極ネットワーク

型コンパクトシティ推

進事業 

（Ｒ２～４年度） 

21,081千円 

(9,290千円) 

中心市街地における歩行

者・自転車通行量（年度） 

14,725

人 

14,398

人 地方創

生に効

果があ

った 

KPI 達

成に有

効であ

った 

遊休不動産の利活用件数

（年度） 
2件 3件 

圏域の路線バス利用者数

（年度） 

2,585 

千人 

2,335 

千人 

合計 
287,429千円 

(130,196千円) 

事業実績の詳細 … Ｐ４～３３のとおり
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・国が定める以下の区分に基づき、評価を行っています。

●　内部評価について

①

②

③

④

●　総合企画委員評価（外部評価）について

地方創生に相当程度効果があった

地方創生に効果があった

地方創生に対して効果がなかった

一部のKPIが目標値に達しなかったものの、概ね成果が得
られたとみなせる場合

② KPI達成に有効とは言えない

評価区分 評価の内容

① KPI達成に有効であった

KPIの達成状況は芳しくなかったものの、事業開始前より
も取組みが前進・改善したとみなせる場合

KPIの実績値が開始前よりも悪化した、もしくは取組とし
ても前進・改善したとは言い難いような場合

全てのKPIが目標値を達成するなど、大いに成果が得られ
たとみなせる場合

地方創生に非常に効果的であった

地方創生推進交付金事業の評価について

例評価区分
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因幡地域周遊バス運行支援助成費
　県東部地域の二次交通対策として個人観
光客を対象にツアーバスを運行し、誘客促
進を図る。

●鳥取、因幡地域を周遊す
るバスツアーの運行は、新
型コロナウイルス感染症の
影響により見送り。

経済観光部
観光・ジオパーク推進課

因幡地域周遊バス運行
支援助成費

観光大学支援事業
　観光マイスターの育成を目的とする観光
大学の運営を支援し、観光客へのホスピタ
リティの向上を図る。

●観光大学の運営経費の助
成。
・観光大学第16期受講者
20人中、19人が観光マイ
スター認定試験に合格。
（累計認定者522人）

経済観光部
観光・ジオパーク推進課

観光ボランティア
活性化事業

1

広
域
観
光
連
携
事
業

 DMO運営支援、マーケティング分析
費、外国人観光客ツアーデスク開発研究
　地域連携DMO「麒麟のまち観光局」が中
心となり、統一感のあるエリアブランドの
構築を目指すとともに、個人旅行者向け体
験コンテンツの開発やツアーデスクの開設
による受入環境の向上と、旅行者アンケー
トや位置情報データ等によるマーケティン
グ分析により、さらなる圏域の観光消費拡
大を図る。

●広域連携DMO（麒麟の
まち観光局）の運営を支
援。
・圏域内体験型観光メ
ニューの新規造成50件
・圏域の観光消費拡大に向
けた「観光販売戦略」の策
定

●DMOによる主要観光施
設へのエリアセンサー設置
や各自治体等が保有する
データを活用したマーケ
ティング分析の開始。

●DMOによるツアーデス
クの設置については、新型
コロナウイルス感染症の影
響により実施を見送り。

経済観光部
観光・ジオパーク推進課

広域観光開拓・推進事業費

国内砂像選手権等
　民間の鳥取砂のルネッサンス実行委員会
が行う、砂像のブランド力の向上の取組や
砂像文化の醸成を図る取組の実施に係る経
費を助成し、「砂像のまち鳥取」の推進を
図る。

●鳥取砂のルネッサンス実
行委員会が行う各種事業に
係る経費を助成。
・鳥取駅前でのコロナ復興
砂像制作の実施。
・砂像作りや砂遊びの魅力
発信を情報誌の記事掲載や
動画系SNSでの動画配信な
どで実施。

経済観光部
観光・ジオパーク推進課

「砂像のまち鳥取」
推進事業費

②事業概要

　麒麟のまち圏域1市6町の交流人口拡大に向けた観光地域づくりの核となる地域連携DMOの運営を支援する。加えて、広
域周遊観光の推進、地域資源の魅力向上により、圏域への新たな観光需要の開拓を行い、圏域の観光入込客数増加を図る。
また、移住促進事業をあわせて実施することで、観光振興による交流人口の増加を圏域への移住につなげる。

③令和２年度実施事業

事業
番号

事業名 概要 主な実績

担当部（局）課等

実施事業を含む予算中事業名

（１）地域連携DMOの設立による麒麟のまち圏域広域観光開拓・推進事業

①基本事項

事業タイプ 先駆タイプ 事業分野 しごと創生 実施期間 H29年度～R３年度
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麒麟のまち婚活サポートセンター運営業
務
　麒麟のまち婚活サポートセンターの運営
により、婚活イベントの開催やフォロー
アップをすることで出会いから成婚までの
サポートを行い、若い世代の定住を図る。

●イベント参加者数573人
●成婚数8組 企画推進部

政策企画課

若者定住促進事業費

エリアプロモーション放送番組制作事
業、圏域拠点賑わい創出事業
　麒麟のまち圏域の住民が主役のFMラジオ
放送の実施、庁舎ライトアップと麒麟のま
ち圏域のパネル展示、圏域各町から様々な
お店が出店するイベント「麒麟のまちホリ
デーマーケット」の開催により、圏域の情
報発信と魅力の浸透を図る。

●ラジオ放送全2回の実施
（YouTubeでアーカイブ
配信）

●麒麟のまちホリデーマー
ケットを実施。
・出店数11店舗、延べ来
場者数約800名

企画推進部
政策企画課

シティセールス
推進事業費

2

移
住
促
進
事
業

移住定住相談会へのブース出展、移住相
談会事業
　鳥取県東部圏域1市4町及び兵庫県北但西
部2町で移住相談会に合同出展し、圏域の
魅力を発信するとともに移住相談を実施す
ることで移住定住を促進する。
 また、本市単独の事業として、移住に繋げ
る相談会の実施やリーフレット作成によ
り、関西圏・首都圏の在住者を主なター
ゲットとして本市の魅力をPRし、本市への
関心や移住意欲を高める。

●1市6町合同事業
・おいでや！いなか暮らし
フェア2020への出展を予
定していたが、新型コロナ
ウイルス感染症の影響によ
り開催中止。
・ふるさと回帰フェア
2020（10月11日開催）
にオンラインで出展。麒麟
のまち圏域ＰＲ動画等を活
用したPRの実施。

●鳥取市単独事業
・第３回全国オンライン移
住フェア（2月7日開催）
に出展。
・休日相談会・ナイター相
談会の実施。（※県定住機
構との連携相談会。新型コ
ロナウイルス感染症の影響
により、主にオンラインで
実施）
・移住リーフレットを作成
し、相談会業務等で活用。

市民生活部
地域振興課

人材誘致・定住促進
対策事業費

1

広
域
観
光
連
携
事
業

鳥取県東部エリア周遊スタンプラリー負
担金
　山陰道鳥取西道路の全線開通を契機に、
鳥取県や県東部の1市4町とそれぞれの観光
協会が連携し、官民一体の事業としてスタ
ンプラリーを実施することで誘客を図る。

●「東部エリア周遊スタン
プラリー」を季節に応じて
展開。
・秋期応募2,595件、冬期
応募1,226件

●各種広報展開（令和3年
１月：関西ウォーカー2月
号掲載、R3年2月：スポー
ツ報知広告掲載ほか）

経済観光部
観光・ジオパーク推進課

各種団体負担金

鳥取すごいライド運営補助事業
　麒麟のまち圏域の自然景観や食、地元住
民との交流を楽しむ自転車イベントの開催
を助成し、地域の魅力発信を図る。

●令和2年10月18日に開
催を予定していたが、新型
コロナウイルス感染症の影
響により中止。

市民生活部
地域振興課

新市域振興推進事業費

事業
番号

事業名 概要 主な実績

担当部（局）課等

実施事業を含む予算中事業名
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事業番号２

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、オンラインの移住相談会も増えてきている。今後は、オ
ンライン出展における効果的なPR方法を検討しつつ、引き続き首都圏や関西圏からの移住者増加に向
け、全国規模の移住相談会に出展する。また、麒麟のまち婚活サポートセンターによる成婚数を増やすた
め、カップル成立後のアフターフォローやセミナー等の充実を図る。

H29年度

内部評価 内部評価区分
①地方創生に非常に効果的であった
全てのKPIが目標値を達成するなど、大いに成果が得られたとみなせる場合
②地方創生に相当程度効果があった
一部のKPIが目標値に達しなかったものの、概ね成果が得られたとみなせる場合
③地方創生に効果があった
KPIの達成状況は芳しくなかったものの、事業開始前よりも取組みが前進・改善したと
みなせる場合
④地方創生に対して効果がなかった
KPIの実績値が開始前よりも悪化した、もしくは取組としても前進・改善したとは言い
難いような場合
⑤評価対象外
事業を実施しなかった場合

②

⑥今後の方針について

事業番号１

　地域連携ＤＭＯ「麒麟のまち観光局」は設立以降、1市6町の連携強化や圏域住民等の一体感の醸成に
注力してきた。また、令和２年度には観光消費拡大に向けた「観光販売戦略」を策定した。今後は、当該
戦略に基づいた、情報発信の強化や体験型観光コンテンツの新たな造成、販売促進などの受入環境整備を
支援することで、広域観光の振興を図っていく。また、「砂像のまち鳥取」推進事業や圏域住民の参画に
よる活性化事業等の地域資源の磨き上げも継続して実施する。引き続き、圏域の誘客力の向上を図り、観
光入込客の増加による交流人口の拡大を目指す。

達成率 137.2% 123.5% 120.2% 110.8%

指
標
２

指標名 圏域への移住定住数（年間）（人/年度）

関連する事業番号 2 担当部（局）・課等
市民生活部
地域振興課

6,451 6,736 6,809 4,382

636

実績値 573 741 698 673 699

H30年度 R1年度 R2年度 R3年度

目標値 ー 540 565 560 631

基準値
H27年度

基準値
H27年

H29年 H30年 R1年 R2年 R3年

⑤重要業績評価指標（KPI)

指
標
1

指標名 圏域への観光入込客数（千人/年）

関連する事業番号 1 担当部（局）・課等
経済観光部

観光・ジオパーク推進課

目標値 ー 6,610 6,920 7,340 7,610 7,890

達成率 97.6% 97.3% 92.8% 57.6%

実績値 6,305

財源内訳

地方創生推進交付金（国補助金） 26,673 千円

その他の特定財源 0 千円

一般財源 26,752 千円

④事業費について

総事業費 53,425 千円
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1

　麒麟のまち観光局は1市6町の連携の
推進や圏域の観光消費拡大のための
「観光販売戦略」の策定など、積極的
に取り組まれており評価できる。

　令和2年度に策定した「観光販売戦略」に
基づき、現在、観光コンベンション協会の
ホームページのリニューアルを進めていま
す。引き続き麒麟のまち観光局や観光コン
ベンション協会等と連携しながら、圏域の
旬の情報やモデルコースなどを紹介し、広
域連携による観光消費の拡大に取り組んで
いきたいと考えています。

観光・ジオ
パーク推進課

1

　エリアプロモーション放送番組制作
事業で、ラジオ放送全2回の実施とある
が、ラジオ放送にどれだけ効果がある
か疑問である。

　本事業は、麒麟のまち圏域で活躍してお
られる方々の語られる声を通じて、地域の
良いところを発信し、圏域内の多くの方に
その魅力を再認識していただくことを目的
として実施しました。
　ラジオ放送に加え、収録内容をYouTube
で配信することで、圏域のみならず、多く
の方に視聴いただき、麒麟のまち圏域の魅
力発信につながったものと考えておりま
す。

政策企画課

1

　新型コロナウイルスの影響により見
送りや中止が多いが飲食以外であれ
ば、対策（マスクやアルコール消毒）
をして実施したらよいのではないか。

　観光イベント等の開催にあたっては、国
や県が発出する情報に基づき、各事業者が
その都度、事業の実施の可否を判断してい
るところです。今後も国や県の動向を注視
しながら事業実施の判断を行う必要がある
と考えています。

観光・ジオ
パーク推進課

1

　関西ウォーカーなど、訴求力の強い
メディアにアピールしていくのは大変
効果的。雑誌社やメディアを上手に
使って今後もアピールしていってほし
い。

　雑誌などのメディアを活用した情報発信
にあたっては、発行部数や購読者層、必要
経費等を勘案しながら実施しているところ
です。また近年は、大手インターネット検
索サイトやSNSでの情報発信も有効である
ことから、効果的な情報発信について検討
していきたいと考えています。

観光・ジオ
パーク推進課

①
KPI達成
に有効で
あった。

1

　指標１が新型コロナウイルスの影響
もあり、目標の６０％に留まっている
が、現状ではやむを得ないと思う。今
後、圏域の観光振興を図るための提案
として、例えば「we love 麒麟のまち
キャンペーン」で宿泊・食事・買い物
などへの誘導支援策を実施してはどう
か。

　昨年度から本市独自の宿泊キャンペーン
を実施し、宿泊や食事、買い物等への各種
支援を行うとともに、麒麟のまち観光局で
は、新たな観光体験メニューを造成し、イ
ンターネット上で販売する取組を進めてい
ます。さらに圏域内の周遊の強化に向けた
スタンプラリー等も検討しており、引き続
き圏域全体の観光振興に取り組んでいきま
す。

観光・ジオ
パーク推進課

1

　コロナ禍でやむを得ない部分も多々
あると考える。鳥取の魅力の情報発信
について、ウィズコロナ、アフターコ
ロナを見据えた対応を工夫していただ
きたい。

　観光地における感染防止対策の充実は、
観光地の質を高める重要な誘客要素と考え
ています。現在取組を進めている鳥取砂丘
の滞在環境の上質化や観光資源の磨き上げ
などと併せ、観光消費の拡大につながる戦
略的な情報発信に取り組んでいきます。

観光・ジオ
パーク推進課

⑦総合企画委員評価（外部評価）

評価
事業
番号

ご意見等の内容 担当課回答 担当課
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地域振興課

2

　「移住したいまち」として１つの雑
誌にランキングに載ったという成果は
認めるが、webや他の移住系の雑誌を
読んでも鳥取市の名前はあまり出てこ
ないのが現状。ランキングに上がった
ことはどんどんアピールしていき、内
部では現状を受け止めながら移住定住
促進に努めてほしい。

　本市への移住を検討していただくきっか
けとして、各種メディアの活用は重要と考
えています。ソーシャルメディアの活用強
化など、引き続き本市への移住定住促進を
積極的にPRしてまいります。 地域振興課

外部評価区分
①KPI達成に有効であった　②KPI達成に有効とは言えない

①
KPI達成
に有効で
あった。

2

　おいでや！いなか暮らしフェア
2020は新型コロナウイルスの影響に
より中止とあるが、コロナ禍だからこ
そ、安全な鳥取への移住定住を宣伝す
るべきだと思う。

　地方移住への関心が高まる中、本市の移
住定住施策やとっとり暮らし情報などをよ
り積極的に発信するとともに、受け入れ先
の地域へも配慮しつつ移住定住者増に努め
てまいります。

地域振興課

2
　移住定住については、全国の中で感
染者が少ない鳥取県であり、住みやす
い鳥取市をさらにPRしてほしい。

2

　コロナで生活や人生に対する価値観
が変わったことをよく分析して施策を
調整してほしい。鳥取はこれからの時
代に対し、強みが多いと思う。

　とっとり暮らしの魅力をより高めること
で移住定住先として選んでいただけるまち
となるよう、移住希望者や定住者の声を的
確に捉え、各施策に反映させる仕組み作り
を進めます。

⑦総合企画委員評価（外部評価）（続き）

評価
事業
番号

ご意見等の内容 担当課回答 担当課
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（２）高度外国人材等活用促進事業

①基本事項

事業タイプ 横展開タイプ 事業分野 地方への人の流れ 実施期間 H30年度～R２年度

②事業概要

　企業活動の国際化や高度化への対応から、専門知識やグローバルな発想、変化への対応が必要とされている。そのような
中で高度外国人材は、労働力としてのみならず、企業経営等を担う人材としての活用が期待されている。市内企業の人材不
足と労働力不足への対応や、企業の海外展開の推進を図ることを目的に、本市の高度外国人材の供給体制の運営支援と外国
人留学生の市内企業へのインターンシップを実施する。

③令和２年度実施事業

事業
番号

事業名 概要 主な実績

担当部（局）課等

実施事業を含む予算中事業名

1

高
度
外
国
人
材
等

活
用
促
進
事
業

 日本語学校運営支援事業、外国人材確保
定着支援事業
　本市と地域経済界の要望により市内に設
置された日本語学校の教員の人件費に対し
て助成することで、教員の確保と経営の安
定を図り、労働力不足解消に資する。
　また、当該日本語学校と関係機関が連携
して実施する外国人留学生の地元企業への
マッチングと日本語教育の実施をセットで
提供する事業を地元企業が利用する際に必
要となる費用の一部を助成することで、市
内企業の国際的な人材の確保を支援する。

●日本語学校の教員の人件
費の助成。
・第2期生55名（うち令和
3年度県内企業就職者14名
＋県外４１名）
・就職予定企業33社（県
内11社・県外22社）

●外国人材確保・定着支援
事業により市内企業8社に
助成を実施。（令和3年度
9名の高度外国人材が市内
企業に就職予定。）

経済観光部
企業立地・支援課

労働力確保対策企業支援事業費

留学生地域就労支援事業
　事業の海外展開を行う地元企業で市内外
の留学生によるインターンシップを実施
し、本市の高いスキルを活かせる魅力的な
企業の認知を推進し、高度外国人材の本市
での就業を促進する。
　また、インターンシップを受け入れる地
元企業に対して、高度外国人材の活用に関
するセミナーを実施し、外国人材活用に伴
う負担感や不安の解消を図る。

●インターンシップの実施
は、新型コロナウイルス感
染症の影響により見送り。

●アフターコロナに備え、
インターンシップのマッチ
ングサイトの宣伝広報活動
をSNS等にて展開。

経済観光部
経済・雇用戦略課

国際経済交流推進事業費

④事業費について

総事業費 30,000 千円

財源内訳

地方創生推進交付金（国補助金） 9,320 千円

その他の特定財源 0 千円

一般財源 20,680 千円
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⑤重要業績評価指標（KPI)

指
標
1

指標名 県内企業の高度外国人の採用数（人/年度）

関連する事業番号 1 担当部（局）・課等
経済観光部

企業立地・支援課

基準値
H2８年度

H30年度 R1年度 R2年度

達成率 0.0% 0.0% 43.3%

実績値 0 0 0 13

目標値 ー 10 20 30

指
標
２

指標名 県内企業への就職を前提とした鳥取城北日本語学校への入学者数（人/年度）

関連する事業番号 1 担当部（局）・課等
経済観光部

企業立地・支援課

基準値
H2８年度

H30年度 R1年度 R2年度

目標値 ー 30 30 30

達成率 0.0% 36.7% 46.7%

実績値 0 0 11 14

内部評価 内部評価区分
①地方創生に非常に効果的であった
全てのKPIが目標値を達成するなど、大いに成果が得られたとみなせる場合
②地方創生に相当程度効果があった
一部のKPIが目標値に達しなかったものの、概ね成果が得られたとみなせる場合
③地方創生に効果があった
KPIの達成状況は芳しくなかったものの、事業開始前よりも取組みが前進・改善したと
みなせる場合
④地方創生に対して効果がなかった
KPIの実績値が開始前よりも悪化した、もしくは取組としても前進・改善したとは言い
難いような場合
⑤評価対象外
事業を実施しなかった場合

③

⑥今後の方針について

事業番号１

　令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により大きな影響を受け、遅延や実施見送りが
あった。本市における高度外国人材の活用促進事業は、今後も産業の高度化のために必要と考える。より
一層の制度活用のためには、地元企業の高度外国人材活用に対する関心を高める必要がある。引き続き、
感染拡大状況を踏まえながら事業を推進していく。
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⑦総合企画委員評価（外部評価）

評価
事業
番号

ご意見等の内容 担当課回答 担当課

外部評価区分
①KPI達成に有効であった　②KPI達成に有効とは言えない

企業立地・支
援課　令和2年度はコロナ禍に伴う特殊要因

があり、結果をそのまま評価するべき
ではないと考える。一定に成果を認
め、反省を踏まえながら推進するべき
と思う。

　コロナ禍での取組として、前年より
も実績があった部分でKPI達成に有効で
あったと考える。アフターコロナを見
据え、KPI達成に向け重要な年だと思
う。また、インターンシップやマッチ
ングサイトの運営・PRについても検討
する必要があるように思う。さらなる
取組の向上に期待する。

　SNSの他には、企業向けウェブセミナー
での広報や留学生とのオンライン交流会で
の周知等に取り組んでいます。また、SNS
広報用に作成した動画や概要をまとめたチ
ラシは、アフターコロナにおける企業訪問
等でも活用できるものと考えています。

経済・雇用戦
略課

　インターンシップの取組、マッチン
グサイトの広報活動について、SNSの
他には取組を展開しておられないだろ
うか。今後検討しているものも含めて
教えていただきたい。

①
KPI達成
に有効で
あった

1

　高度外国人の定義が不明。また、実
績とする13名の実際の業務内容及び
「高度」とする根拠が見えない。
　高度外国人材の定義を明確にしたう
えで、採用数を目標値とする必要があ
ると思う。（指標１関連）

　高度外国人材とは、専門的な技術力や知
識を有する外国籍人材のことであり、日本
貿易振興機構（JETRO）によると、次の要
件を同時に満たした人材をいいます。
　(1)在留資格「高度専門職」と「専門的・
技術的分野」の該当者のうち「研究」「技
術・人文知識・国際業務」「経営・管理」
「法律・会計業務」等に該当するもの
　(2)採用後は、企業において、研究者やエ
ンジニア等の専門職、海外進出等を担当す
る営業職、法務・会計等の専門職、経営に
関わる役員や管理職等に従事するもの
　(3)国内または海外の大学・大学院卒業同
等程度の最終学歴を有しているもの
　13名の採用者は、いずれも上記を満たし
ている人材です。

企業立地・支
援課

　日本語学校の入学者（日本語習得が
目的）であり、高度人材採用促進を図
るには無理があると思う。高度人材の
在留資格の１つである「技術・人文知
識・国際業務」において日本語習得レ
ベルはあまり重要ではない。母国語以
外では、英語は必須と考えるが、高度
なスキルを身に着ける基礎的能力が重
要と考える。また、受入側企業の英語
力（コミュニケーション力）も重要で
ある。（指標２関連）

　鳥取城北日本語学校が手掛ける「外国人
材育成雇用プロジェクト」は、母国の4年制
大学の卒業生を対象に、留学前に国内企業
とのマッチングを行い、予め国内企業への
就職が内定している状態で日本語学校に留
学するプロジェクトです。
　進学ではなく、就職を前提としたプロ
ジェクトであるところが特徴であり、高度
外国人材の採用促進を図る効果があると考
えています。

企業立地・支
援課

　指標値の問題は、新型コロナウイル
ス感染症の影響が大きいと考えられ
る。

　令和２年度は、新型コロナウイルス感染
症の感染拡大により、留学生が入国できな
い、県外企業への対面での営業活動ができ
ない、雇用に対するニーズが縮小するな
ど、当プロジェクトも大きな影響を受けま
した。
　今後は、オンラインによる営業活動の強
化や介護福祉人材など他分野の外国人材提
供に関する検討を行うなど、鳥取城北日本
語学校とともに、アフターコロナを見据え
た活動を続けてまいります。

－13－



－14－



（３）「山陰海岸ジオパーク」の魅力向上・発信による地域活性化プロジェクト

①基本事項

事業タイプ 横展開タイプ 事業分野 しごと創生 実施期間 R元年度～R3年度

1

鳥
取
砂
丘
ビ
ジ
タ
ー

セ
ン
タ
ー

を

核
と
し
た
山
陰
海
岸
ジ
オ
パ
ー

ク

魅
力
発
信
事
業

鳥取砂丘ビジターセンター運営負担金
　「鳥取砂丘ビジターセンター」を運営
し、鳥取砂丘を訪れる観光客等へ砂丘への
理解と関心を深め、多彩な楽しみ方を紹介
することにより、滞在時間や観光客の増加
を図る。

●入館者数143,185人

●館内外ガイド利用者数
4,659名

●ちびっこレンジャー事業
など各種ジオパーク関連事
業の実施。

経済観光部
観光・ジオパーク推進課

鳥取砂丘ビジターセンター
事業費

②事業概要

　山陰海岸ジオパークエリアに点在する優れた観光エリアの情報発信や魅力の向上、ジオパークの本質を体験できる体験型
観光の充実・強化により、麒麟のまち圏域を訪れる観光客の増加を図る。また、ジオパーク学習会を通じて、こどもたちの
郷土愛の醸成を図るとともに、地域資源を活かした観光事業の可能性や魅力を伝える。

③令和２年度実施事業

事業
番号

事業名 概要 主な実績

担当部（局）課等

実施事業を含む予算中事業名

3

海
外
プ
ロ
モ
ー

シ
ョ

ン
事
業

旅行会社、インフルエンサー等による情
報発信事業
　海外の現地旅行会社等を通じた広告宣伝
など各種プロモーション活動の実施、台湾
を中心とした東アジア市場を対象とした現
地での旅行セミナーの開催、SNSを活用し
た情報発信により、訪日外国人観光客のさ
らなる誘客を図る。

●羽田－鳥取　外国人旅行
者誘客事業の実施。
・訪日外国人向け商品造成
15本、YouTube動画広告
の実施

●台湾での鳥取市観光セミ
ナーを開催。
・参加者数現地一般人１
00名

●台湾向けの鳥取市観光に
関するFacebookページの
運営。
 月9本（年108本）の情
報配信

●台湾向け鳥取市観光PR用
HPを作成

経済観光部
観光・ジオパーク推進課

国際観光推進事業

2

山
陰
海
岸
ジ
オ
パ
ー

ク

学
習
支
援
事
業

校外学習支援事業
　市内の小学校等が行う山陰海岸ジオパー
クに関する校外学習に必要なバス代を支援
することで、郷土愛の醸成を図る。

●校外学習に係るバス代の
支援を実施。
・校外学習参加者数2,195
名（38校）

経済観光部
観光・ジオパーク推進課

山陰海岸ジオパーク事業費
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④事業費について

総事業費 35,375 千円

財源内訳

地方創生推進交付金（国補助金） 16,736 千円

その他の特定財源 1,902 千円

一般財源 16,737 千円

⑤重要業績評価指標（KPI)

指
標
1

指標名 鳥取砂丘・いなば温泉郷周辺の観光入込客数（万人/年）

関連する事業番号 1～3 担当部（局）・課等
経済観光部

観光・ジオパーク推進課

基準値
H2９年

R1年 R2年 R3年

達成率 108.0% 57.9%

実績値 263.0 294.9 170.8

目標値 ー 273.0 295.0 325.0

R2年度 R3年度

目標値 ー 10,300 10,600 11,000

基準値
H2９年度

R1年度

内部評価 内部評価区分
①地方創生に非常に効果的であった
全てのKPIが目標値を達成するなど、大いに成果が得られたとみなせる場合
②地方創生に相当程度効果があった
一部のKPIが目標値に達しなかったものの、概ね成果が得られたとみなせる場合
③地方創生に効果があった
KPIの達成状況は芳しくなかったものの、事業開始前よりも取組みが前進・改善したと
みなせる場合
④地方創生に対して効果がなかった
KPIの実績値が開始前よりも悪化した、もしくは取組としても前進・改善したとは言い
難いような場合
⑤評価対象外
事業を実施しなかった場合

③

⑥今後の方針について

事業番号１

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、センターを閉鎖した期間や県境をまたいだ観光の自粛に
より、令和２年度の入館者数・ガイド利用者数は伸び悩んだ。今後は、コロナ禍での自然観光ニーズの高
まりを見据え、ガイドツアーの実施や企画展等のイベント開催により、滞在時間や観光客等の増加につな
げる。

達成率 101.9% 64.7%

指
標
２

指標名 出前講座・現地研修参加者数（人/年度）

関連する事業番号 2 担当部（局）・課等
経済観光部

観光・ジオパーク推進課

実績値 10,000 10,494 6,854

事業番号２

　新型コロナウイルス感染症の影響により、昨年度に比べ参加者は減ったが、多くの小学校等が山陰海岸
ジオパークに関する校外学習を行った。今後も、山陰海岸ジオパークを活かした郷土愛の醸成を図るた
め、ビジターセンターなどの拠点施設にある実験装置やレクチャールームなどを活用し、こどもたちの校
外学習を支援していく。

事業番号３

 令和2年度は、インバウンド需要の将来的な回復を見据え、観光情報の発信を中心に取り組んだ。令和3
年度においても、多言語案内の充実や観光販売商品の造成など受入環境の向上に努める。また、引き続
き、東アジアおよび欧米豪へ向けたWEBによるプロモーション（宣伝・広報）により、継続的な誘客喚
起を行う。
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評価
事業
番号

ご意見等の内容 担当課回答 担当課

⑦総合企画委員評価（外部評価）

　ジオパークに対する認知度は全国的
には未だ高いと言えないと思う。郷土
を深く知るための教育的効果はあると
思うが、ジオパークが直接観光に結び
付いていないのが現状と考える。今後
については、ガイドの養成、支援など
ジオパークの魅力、認知度を上げてい
くことが大切。

　令和２年度より山陰海岸ジオパーク推進
協議会内に、ゼネラルマネージャーを配置
し、ジオパークの観光的な活用を図るジオ
ツーリズムの推進に取り組んでいます。
　今後は、山陰海岸ジオパークトレイルの
活用等によるジオツーリズムのさらなる推
進と、ジオパークガイドの養成などに取り
組み、知名度の向上に努めます。

観光・ジオ
パーク推進課

１・３

　コロナ禍なので難しかったと思う。
オンラインなどを活用して将来につな
げていただきたい。

　将来的なインバウンド需要の獲得を見据
え、コロナ禍においても東アジア市場に向
けSNSを通じた情報発信を行った結果、登
録者数が増加しました。また、台湾で開催
の旅行セミナーでは、鳥取砂丘の風景や、
食の魅力をオンラインで紹介するなど、ア
フターコロナに向けた本市のファンづくり
を進めています。

観光・ジオ
パーク推進課

　 ②
KPI達成
に有効と
は言えな
い。

1

　新型コロナウイルス感染症が全国規
模で拡大していたので、観光入込客数
の減少はやむを得ない。鳥取砂丘や山
陰海岸ジオパークなどは屋外観光資源
であるので、感染症の収束を見据え、
ガイドツアーや楽しい企画を準備して
打ち出してほしい。

　鳥取砂丘や山陰海岸ジオパークは密にな
らない観光地として注目され、ウォーキン
グイベントなどには、コロナ禍にあっても
多くの方が参加されています。
　こうした状況を踏まえながら、関係団体
等を連携し、イベントやツアーの開催に取
り組んでまいります。

観光・ジオ
パーク推進課

１・２

　指標１、２とも新型コロナウイルス
感染症の影響もあり、目標の約６０％
に留まっているが現在の状況ではやむ
を得ないと思う。山陰海岸ジオパーク
への誘客には「山陰近畿自動車道」の
南北線開通や早期全線開通が極めて重
要となるので、取組の強化を期待す
る。

　山陰近畿自動車道の速やかな整備は、本
市、本市を含む連携中枢都市圏域、更には
地質遺産「山陰海岸ジオパーク」エリアの
地域経済の活性化、雇用創出、安全安心な
市民生活の確保など、沿線地域での多岐に
わたる地方創生の取り組みを継続していく
ために重要なことと考えます。
　特に、令和元年の山陰道 鳥取西道路の全
線開通に伴い、「山陰近畿自動車道」と｢山
陰道・鳥取自動車道｣のミッシングリンクを
解消する山陰近畿自動車道「鳥取～覚寺間
（通称：南北線）」整備の必要性は飛躍的
に高まっています。
　沿線住民の安全・安心な生活を支える基
盤道路としてだけでなく、産業経済の発展
や観光振興のため、現在鳥取県で検討され
ている南北線の都市計画が早期に決定さ
れ、事業管理者の国が一日も早く事業化さ
れるよう、要望を行うなど強く働きかけて
いきます。

都市企画課

１・２

2

　子どもへの教育は投資の一環。長期
的な視点で力を入れて取り組んでいた
だきたい。

　現在、本市は県と連携し、砂丘西側エリ
アでの滞在型観光施設の整備に取り組んで
います。また、環境省もビジターセンター
西側施設の整備を計画されています。こう
したジオパーク学習のための環境整備を踏
まえ、子どもたちへの郷土愛を育む教育の
充実に取り組んでまいります。

観光・ジオ
パーク推進課
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⑦総合企画委員評価（外部評価）（続き）

評価
事業
番号

ご意見等の内容 担当課回答 担当課

外部評価区分
①KPI達成に有効であった　②KPI達成に有効とは言えない

　 ②
KPI達成
に有効と
は言えな
い。

2

　ジオパークを活用した校外学習支援
事業について小学校３８校で実施とあ
るが、全小学校で実施していただきた
い。

　ジオパークを活用した校外学習は、市内
全ての小学校を対象としていますが、ジオ
パーク以外の内容で校外学習に取り組んで
いる学校もあります。
　引き続き、校長会などを通じてジオパー
ク学習の魅力を伝え、全小学校で実施され
るよう働きかけていきます。

観光・ジオ
パーク推進課

3

　プロモーションは成果がなければ意
味がない。投稿数も指標の1つではある
が、効果的ではない。投稿数ではな
く、閲覧数、視聴数、イイネの数、コ
メントの数、お気に入りの数等で評価
すべきである。

　ご指摘のとおり発信者側の指標だけでは
なく、アウトカム（情報を受け取る側の行
為に起因する）指標を設定することは効果
測定上も重要と考えます。
　今後は、アウトカム指標による効果測定
なども含め、見直しを検討したいと考えま
す。

観光・ジオ
パーク推進課
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2

麒
麟
の
ま
ち
関
西
情
報
発
信
拠
点
を

活
用
し
た
各
種
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ

ン

事
業

各種プロモーション事業
　「麒麟のまち関西情報発信拠点」や麒麟
のまち圏域に関する各種プロモーション事
業の実施により、拠点の新規利用者の獲得
及び既存客の利用頻度増加を推進するとと
もに、圏域の交流人口拡大を図る。

●堂島地下街でのタイアッ
プ広告の通年掲載の実施。

●「麒麟のまち関西情報発
信拠点」の公式ホームペー
ジ等の運営により、拠点や
圏域の情報発信の実施。
 将来的なインバウンド需
要の回復を見込み、公式
ホームページの多言語化
（日本語を含む6か国語）
の実施。

●圏域産品のプロモーショ
ンのため、拠点にて4種の
キャンペーンイベント（延
べ102日間）実施。

経済観光部
経済・雇用戦略課

関西情報発信拠点
推進事業費

特産品販売促進事業
　農家が関西圏のニーズを直接把握するこ
とができるマルシェ形式での物販の実施、
圏域の特産品商談会の実施により、農産物
や加工品等の販路開拓・拡大を図る。

●マルシェ形式による対面
販売の実施は新型コロナウ
イルス感染症の拡大防止に
伴う緊急事態宣言の発出等
により見送り、宅配形式に
よる物販に変更。
・販売件数１６６件

●麒麟のまち特産品商談会
の一堂に会する形での実施
は新型コロナウイルス感染
症の影響により見送り。
●代替手段として、リモー
ト商談を開催。
・商談件数24件

農林水産部
農政企画課

農産物販路拡大支援事業費

1

麒
麟
の
ま
ち

関
西
情
報
発
信
拠
点

管
理
運
営
事
業

 関西情報発信拠点管理運営事業
　圏域の情報発信、圏域食材を使用した飲
食・産品の展示販売や販売促進イベント等
を行う「麒麟のまち関西情報発信拠点」を
大阪市北区中之島に設置し、運営すること
で、関西圏の麒麟のまち圏域ファンを増や
し、交流人口の拡大を図る。

●「麒麟のまち関西情報発
信拠点」の管理運営。
・利用者数　30,678名
・売上(飲食および物販)合
計金額36,024千円

経済観光部
経済・雇用戦略課

関西情報発信拠点
推進事業費

②事業概要

大阪中之島に開設した「麒麟のまち関西情報発信拠点」にて、麒麟のまち圏域の魅力発信や圏域産品のPR・販路拡大を行
う。事業実施主体を「地域商社とっとり」が担い、その販売促進力や県内外の企業とのネットワークを活用する。販路拡大
や市場ニーズを踏まえた新商品開発、既存商品のブランド化を一体的に実施するとともに、関西圏のファンを獲得し、交流
人口の拡大による地域経済の活性化を図る。

③令和２年度実施事業

事業
番号

事業名 概要 主な実績

担当部（局）課等

実施事業を含む予算中事業名

（４）「麒麟のまち」産品のブランド化・販路拡大による産業振興プロジェクト

①基本事項

事業タイプ 横展開タイプ 事業分野 しごと創生 実施期間 R元年度～R3年度
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事業番号２

　麒麟のまち関西情報発信拠点に関するプロモーション（広報・宣伝）事業では、SNSでの情報発信機能
との連動など、機能強化を行った公式ホームページ等を活かしつつ、キャンペーンやイベントの実施など
拠点への直接的な誘客を強化する。
　特産品の販売促進事業については、販路拡大や都市部における消費者ニーズの把握を、地域商社などを
主体として実施する。農家が直接行わない形でも、同等の効果を発揮できるよう事業を継続する。

内部評価 内部評価区分
①地方創生に非常に効果的であった
全てのKPIが目標値を達成するなど、大いに成果が得られたとみなせる場合
②地方創生に相当程度効果があった
一部のKPIが目標値に達しなかったものの、概ね成果が得られたとみなせる場合
③地方創生に効果があった
KPIの達成状況は芳しくなかったものの、事業開始前よりも取組みが前進・改善したと
みなせる場合
④地方創生に対して効果がなかった
KPIの実績値が開始前よりも悪化した、もしくは取組としても前進・改善したとは言い
難いような場合
⑤評価対象外
事業を実施しなかった場合

②

⑥今後の方針について

事業番号１

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大による入居ビルの一時閉鎖や外出自粛による人通りの減少があ
り、大きく影響受けた。
　令和3年度も継続して拠点の運営を行っていくが、キャンペーンやイベントの実施など広報・宣伝方法
を工夫したうえで、圏域の交流人口拡大を図る。

達成率 108.0% 57.9%

指
標
２

指標名 鳥取砂丘・いなば温泉郷周辺の観光入込客数（万人/年）

関連する事業番号 2 担当部（局）・課等
経済観光部

観光・ジオパーク推進課

実績値 263.0 294.9 170.8

R2年 R3年

目標値 ー 273.0 295.0 320.0

基準値
H2９年

R1年

79 133

目標値 ー 50 120 220

⑤重要業績評価指標（KPI)

指
標
1

指標名 地域商社の取引契約件数（件数/年度）

関連する事業番号 1・2 担当部（局）・課等
経済観光部

経済・雇用戦略課

基準値
H2９年度

R1年度 R2年度 R3年度

達成率 158.0% 110.8%

実績値 30

④事業費について

総事業費 47,641 千円

財源内訳

地方創生推進交付金（国補助金） 23,604 千円

その他の特定財源 0 千円

一般財源 24,037 千円
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政策企画課
地方創生・デ
ジタル化推進
室

経済・雇用戦
略課

１・2

　基本的な問題は、内部評価のための
指標（KPI）と目的達成の評価指標
（KGI）の不整合にある。地域商社に委
託する狙いが、販路の拡大と市場ニー
ズ把握に基づく商品開発であるなら
ば、指標（KPI）そのものが不全であ
る。地域商社取引契約件数の中身が精
査されるべき。
　また、観光入込客数については、当
評価とはそもそも無関係に近い。観光
入込客数はKPIではなくKGIと考える。
KPIは交流人口増加のために、どのよう
な目的でどのようなことが実施したか
問われるべき。事業NO.1のKPIとKGI
の関係、事業NO.2のKPIとKGIの関係
を検証し、それぞれを正しく設定する
必要がある。

2

　新型コロナウイルスの影響下での活
動は難しかったと思う。リアルなキャ
ンペーンイベントの実施は難しくと
も、web上での実施など更なる工夫を
望む。
　また、SNSなどの情報発信につい
て、ターゲットは元々鳥取県に関わり
のある人なのか、それとも大阪など県
外の人になるのか。またその割合はど
うなっているか。

　関西情報発信拠点への誘客に向けた情報
発信については、入居ビル内の他店舗と固
定客の獲得競争となっている現状を踏ま
え、発信内容の工夫や深化を行うことを念
頭に強化に取り組みました。新型コロナウ
イルスの感染拡大の合間を縫って、リアル
でのキャンペーンもある程度実施すること
ができました。
　また、SNSでの情報発信については、拠
点での活動に関して既にご理解のある方、
また、ご理解のある方のステークホルダー
を主な対象者として、発信の強化や内容の
深化を行うという観点で取り組んでいま
す。

経済・雇用戦
略課

①
KPI達成
に有効で
あった。

1・２

　令和2年度の指標２の未達成は仕方が
ないと思う。また、現状では県外者の
入込促進は、市民感情もあり難しい
が、新型コロナワクチンの接種率向上
等により、今後国から出されるであろ
う、県をまだく移動などに関する自粛
緩和等を踏まえ、目標達成に向け努力
していただきたい。

　アフターコロナを見据え、目標達成に向
けた業務の効率化やプロモーションの質の
向上などに取り組んで参ります。

経済・雇用戦
略課

1・2

　評価指標1について、目標値が適切な
ものなのか不明。また、年度当たりの
契約件数をKPIとしているが、一過性の
契約と継続的な取引の契約と様々だと
思うので、契約の質も評価の重要な要
素と考える。当該チャネルを経由した
販売額を時系列で計測し、参考指標と
してはどうか。

　評価指標については、ご意見のとおり適
切なKPIとKGIを設定することが大切である
と考えます。ご意見を参考にしながら、改
善に努め、PDCAサイクルによる事業改善
が適切に行われるよう取り組みます。
　また、運営主体である地域商社とっとり
に、ご指摘の指標の把握について提案を行
い、その分析結果について、今後の業務の
参考とするように働きかけます。

外部評価区分
①KPI達成に有効であった　②KPI達成に有効とは言えない

⑦総合企画委員評価（外部評価）

評価
事業
番号

ご意見等の内容 担当課回答 担当課
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（５）スマート農業技術を活用した新たな販路開拓や商品開発事業

①基本事項

事業タイプ 横展開タイプ 事業分野 しごと創生 実施期間 R2年度～R4年度

②事業概要

　人口減少や少子高齢化の進展が農林水産業をはじめとする地域経済に影響を与えている。スマート農業の実証事業による
生産性の高い農業の実現。農産物をはじめとする地元産品等を活用した新商品開発やブランド化の支援による高付加価値
化。インターネットショップの運営をはじめとする地元産品の販路拡大やPRの支援による販売先の確保。担い手不足解消
に向けた支援等の実施により、様々な課題の解決を図り、稼ぐ地域の実現を目指す。

③令和２年度実施事業

事業
番号

事業名 概要 主な実績

担当部（局）課等

実施事業を含む予算中事業名

6次産業化推進事業
　農産物等を活用した６次化商品の新規開
発や販路開拓、生産加工機器導入等に係る
経費を支援することにより、農業者の所得
向上を図る。

●６次化に取り組む農業者
へ助成１件 農林水産部

農政企画課

もうかる６次化・
農商工連携支援事業費

次世代農業推進事業
　スマート農業をはじめとする生産性の高
い次世代農業の実証事業を実施すること
で、本市の農業振興を図るとともに、若い
世代の就農に対する関心を高める。また、
農家のJGAP取得を支援することで、食の
安心安全を推進するとともに、競争力向上
を図る。

●大学等との共同による洗
いらっきょう切り機の研究
開発の実施。

●梨園でのＩＣＴ技術を活
用した事業継承モデルの実
証事業の実施。

●温泉を活用した園芸栽培
におけるスマート農業モデ
ルの実証事業の実施。
・温泉の管路布設工事の実
施。

●水田の水管理のスマート
デバイスによる効率化実証
事業の実施。

●JGAP基礎講習の個別訪
問による実施３２件（うち
１３件が取得に向かう）

農林水産部
農政企画課

次世代農業推進事業費

1

ス
マ
ー

ト
農
業
の
推
進
に
よ
る

農
産
物
の
ブ
ラ
ン
ド
化
と
販
路
拡
大

農産物等販路開拓事業
　海外販路開拓事業や首都圏向け商品開発
事業の実施により、本市の農産物や加工品
等の販路開拓・拡大を図る。

●海外販路開拓事業の実施
は新型コロナウイルス感染
症の影響により見送り。

●新商品開発事業の実施。
・市内企業への専門家派遣
４件
・新商品開発６件

農林水産部
農政企画課

農産物販路拡大支援事業費

農産物ブランド化事業
　鳥取地どり「ピヨ」の生産体制の構築や
人材育成等を支援することにより、更なる
ブランド化を推進する。

●鳥取地どり「ピヨ」の生
産組織に対し、地どり生産
の専門家による人材育成を
通年で実施。

●販路拡大に向けたPR費用
に対する助成の実施。

農林水産部
農政企画課

鳥取地どりブランド生産
拡大支援事業費補助金
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事業
番号

事業名 概要 主な実績

担当部（局）課等

実施事業を含む予算中事業名

2

イ
ン
タ
ー

ネ
ッ
ト
シ
ョ
ッ
プ
「

と
っ

と
り
市
」

運
営
等
に
よ
る
圏
域
産
品
の
P
R
と
販
路
拡
大

インターネットモール運営事業
　インターネットモール「とっとり市」を
運営（カスタマーセンター設置、宣伝広告
等の実施、システム保守、販促・集客コン
テンツ作成・運用）を行うことで、イン
ターネットによる販路拡大・開拓を促進
し、本市の物産振興を図る。

●売上高63,616千円（前
年比２７４％）
・販促・集客コンテンツ
「irotori」の運用やコロナ
禍対策事業による追加キャ
ンペーン(交付金対象外事
業）を実施。
・システム改修によりイン
ボイス（納品書を消費税率
別に記載すること）対応を
実施。
・商品発送等の処理簡素化
のため、配送データ連携を
実施。

経済観光部
経済・雇用戦略課

インターネットショップ
事業費

鳥取市観光コンベンションセンター物産
部門運営補助事業
　鳥取市ふるさと物産館の運営を行う、鳥
取市観光コンベンションセンターの物産部
門の運営を支援することで、物産品及び伝
統工芸品等の販路拡大を図る。

●鳥取市ふるさと物産館年
間売上高30,484千円
（前年比約７８％）
・ネット販売売上高5,644
千円（前年比１７２％）

●物産会員間の連絡会が立
ち上がり、「とっとり市」
との連携企画発案等の、事
業の進捗確認体制が構築さ
れた。

経済観光部
経済・雇用戦略課

物産振興体制強化事業費

中小企業中核人材育成支援事業
　市内中小企業に対する中小企業大学校で
の研修受講にかかる経費の助成や、研修を
サテライトゼミとして本市で開催すること
で受講に係る負担軽減を行い、市内中小企
業の経営等の中核を担う人材育成の促進を
図る。

●中小企業中核人材育成支
援事業補助金よる助成２社

●サテライトゼミの開催
は、新型コロナウイルス感
染症拡大の影響により見送
り。

経済観光部
企業立地・支援課

中小企業中核人材
育成支援事業

事業承継推進事業
　事業承継のための融資借入に係る利子に
対する助成や、第三者承継先を探すために
専門機関等と契約を結んだ際の初期費用の
一部を助成することで、本市における事業
承継を促進し、産業の維持・継続的発展を
図る。

●事業承継推進補助金によ
る融資借入利子に対する助
成５社

●第三者承継支援補助金に
よる助成５社

経済観光部
企業立地・支援課

事業承継推進事業費

3

担
い
手
不
足
解
消
の
た
め
の
人
材
確
保
支
援

人材確保推進事業
　市内企業が作成する自社PR動画作成経費
への助成、「とっとり企業ガイドブック
（東部版）」の作成など、市内企業の認知
度向上を図る。また、従業員の奨学金返済
を支援する制度を設ける市内企業を支援す
ることで人材確保とUJIターン就職の促進を
図る。

●とっとり企業ガイドブッ
ク（東部版）１０００冊作
成
・掲載企業数１８８社

●企業就職PR動画作成助成
金による助成6件

●奨学金返済支援事業補助
金による助成2件

経済観光部
経済・雇用戦略課

人材確保推進事業費

雇用促進協議会支援事業
　本市の経済発展や雇用創造・促進に寄与
することを目的に設置される鳥取市雇用促
進協議会が行う、高校生を対象とした企業
見学会の実施や採用力向上・若手社員定着
セミナーの開催を助成することで、若者の
地元定着を図る。

●高校生企業見学会を実
施。
・８校７３６人が参加。

●若手社員定着セミナー実
施３回
・参加者４０人

経済観光部
経済・雇用戦略課

雇用促進協議会支援
事業費
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事業
番号

事業名 概要 主な実績

担当部（局）課等

実施事業を含む予算中事業名

新技術研究開発事業
　学術研究機関との共同研究による新規性
及び独自性があるアイデアを事業化するた
めに、事業可能性調査、基礎的・予備的試
験、情報収集当に係る経費の一部を支援
し、地場産業の活性化を推進する。

●補助制度の活用０件

経済観光部
経済・雇用戦略課

新技術研究開発事業費

④事業費について

総事業費 99,907 千円

4

販
路
拡
大
と
ブ
ラ
ン
ド
化
支
援

農商工連携マッチング事業
　市内事業者間の生産物、加工品、技術、
販路等のマッチングや、技術力・販売力向
上のための伴走型支援を鳥取商工会議所に
委託して実施することで、農商工連携を促
進し、地元農産物の販売活性化や６次産業
化による高付加価値化を図る。

●マッチング支援２９社

●専門家派遣によるアドバ
イス支援８社

●販路開拓支援１７社

経済観光部
企業立地・支援課

農商工連携マッチング
支援事業費

食品加工産業育成事業
　市内食品加工事業者の新商品開発や既存
商品改良などの取組や食品加工に係る新規
事業の創出を支援することで、本市の豊富
な農林水産物を活用した食品加工産業を育
成し、地域経済の成長や多角化を図る。

●食品加工産業育成事業補
助金による助成４件

経済観光部
企業立地・支援課

食品加工産業育成事業費

財源内訳

地方創生推進交付金（国補助金） 44,573 千円

その他の特定財源 10,538 千円

一般財源 44,796 千円

⑤重要業績評価指標（KPI)

指
標
1

指標名 次世代農業実施経営体数（企業・法人・個人）（件/年度）

関連する事業番号 1 担当部（局）・課等
農林水産部
農政企画課

目標値 ー 1 2 4

達成率 100.0%

実績値 0

基準値
H30年度

R2年度 R3年度 R４年度

1

指
標
２

指標名 高校生地元就職率（％/年度）

関連する事業番号 1・3・4 担当部（局）・課等
経済観光部

経済・雇用戦略課

基準値
H30年度

R2年度 R3年度 R４年度

目標値 ー 88.60 89.40 90.20

達成率 98.3%

実績値 87.80 87.09
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⑤重要業績評価指標（KPI)（続き）

指
標
３

指標名 大学生地元就職率（％/年度）

関連する事業番号 1・3・4 担当部（局）・課等
経済観光部
経済・雇用戦略

基準値
H30年度

R2年度 R3年度 R４年度 R2年度 R3年度

目標値 ー 24.14 24.88 25.62

達成率 71.3%

実績値 23.40 17.20

R3年度 R４年度

目標値 ー 26,626,625 30,620,619 35,213,712

基準値
R1年度

R2年度

内部評価

内部評価区分
①地方創生に非常に効果的であった
全てのKPIが目標値を達成するなど、大いに成果が得られたとみなせる場合
②地方創生に相当程度効果があった
一部のKPIが目標値に達しなかったものの、概ね成果が得られたとみなせる場合
③地方創生に効果があった
KPIの達成状況は芳しくなかったものの、事業開始前よりも取組みが前進・改善したと
みなせる場合
④地方創生に対して効果がなかった
KPIの実績値が開始前よりも悪化した、もしくは取組としても前進・改善したとは言い
難いような場合
⑤評価対象外
事業を実施しなかった場合

②

⑥今後の方針について

事業番号１

　令和3年度もスマート農業等の次世代農業に関する各種実証事業を継続実施する。令和２年度事業で得
た成果の更なる発展や課題の解決を図り、若い世代が関心を持てる生産性の高い農業の実現に向け、事業
を推進していく。
　また、農産物や加工品等の販路拡大に資するため、新商品開発に向けた各種事業の推進や農産物のブラ
ンド化事業も継続して実施。引き続き、農業者のビジネスチャンス創造や所得向上に向けた動きを支援す
る。

達成率 238.9%

指
標
４

指標名 インターネットモール「とっとり市」の売上額（円/年度）

関連する事業番号 2 担当部（局）・課等
経済観光部

経済・雇用戦略課

実績値 23,153,587 63,616,392

事業番号２

　「とっとり市」は令和２年度において、本事業と別事業でのキャンペーン等との相乗効果により、KPI
を越える売上高を達成した。キャンペーン以外による経常的な売上高も、前年比155.4％の36,060千円
となり、一定の成果を得た。今後も現在の方針を維持し、事業を進める。
　また、本事業により、新たに立ち上がった物産会員連絡協議会は「とっとり市」の売上データ等の分析
を行う予定である。協議会及び会員と「とっとり市」によるPDCAサイクルの確立を促進し、事業の相乗
効果を狙う。
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⑦総合企画委員評価（外部評価）

評価
事業
番号

ご意見等の内容 担当課回答 担当課

⑥今後の方針について（続き）

事業番号３

　人材確保推進事業については、一定数ある企業ニーズに応じ、各補助事業を継続実施する。また、企業
ガイドブックの令和３年度版を発行する。
　雇用促進協議会支援事業は実施内容の変更や追加を行う。これまでの高校生による大規模な企業見学会
をオンライン学習と小規模人数による職場体験プログラムへ変更。コロナ禍への対応や大人数の受入がで
きない企業の参画を図る。また、若手社員定着セミナーの実施に加え、企業の個別課題の解決に向けたコ
ンサルティングの実施を行う。
　中核人材育成支援事業については、コロナ禍での県境を越えた研修の受講やサテライトゼミの開催が困
難となっている。他事業に予算集中のため令和２年度で事業中止とする。
　事業承継については、鳥取県の後継者不在率が77.9％と都道府県別で２番目に高い状態（帝国データ
バンク鳥取支店　令和２年調査）にある。支援の継続により市内事業所の維持・発展を促し、若者の地元
就職における選択肢の確保につなげる。

事業番号４

　農商工連携や食品加工産業の育成については、事業者の課題解決に向け、商工団体等の関係機関との連
携による事業の進捗が図られている。引き続き、事業を推進する。
　一方、産学連携については、一部を除き地元企業も学術研究機関もお互いのシーズや研究内容を知ら
ず、知る機会もない状況である。今後は商工団体等との連携により、知る機会の提供を行う。

　農業者の所得向上は極めて重要な目
標値であり、そのために6次産業化は重
要な課題と考える。成功事例の分析に
より、鳥取市としての農業の6次産業化
の課題について深堀し、より促進する
ための施策立案・実施が必要と考え
る。また、商工会議所への委託につい
ても、促進施策を共有して推進するこ
とが大事と考える。

　今までの事例の情報を収集・分析し、本
市における6次産業化への課題の明確化とそ
の解決方法の検討等を行い、今後の6次産業
化への取組に活用していきます。また、す
でに商品化されている６次産業化加工品に
ついても、改善すべき点等を洗い出してブ
ラッシュアップを行うことや加工技術の向
上のための助言を行うなど、よりよい商品
となるよう鳥取県や商工会議所、（株）地
域商社とっとり等の関係機関と連携して取
り組んでいきます。
　また、商工会議所への委託事業について
は、随時情報共有を図っており、本市の意
向に沿って実施をしていただいているとこ
ろです。今後も、新たな施策等の立案を
行った際は、その都度共有し、一層の事業
推進を図ります。

農政企画課

企業立地・支
援課

①
KPI達成
に有効で
あった

1

　KPI達成については、有効に施策が実
施されていると考える。スマート農業
の実施レベルが商品開発志向に偏って
見えるが、マーケットの分析による価
値向上を狙いとして、どのようにス
マート化するかが課題と考える。

　市場の動向を把握し、ニーズが高い品目
の生産を重点的にスマート化して安定生産
を図り、ニーズに応えることで農産物のブ
ランド化を図っていきます。 農政企画課

1

　コロナ禍により、新たな販路開拓、
PR機会の増大につながったが、一方で
担い手不足への対応は急務と考えるこ
とから、次世代農業推進について、一
層の注力が求められると考える。

　農作業の効率化や販路確保の取組により
担い手不足の解消を図るため、ＩＣＴ技術
を活用したスマート農業機器の普及に向け
た取組の継続や、市場ニーズの把握による
新たな販路の開拓等に努めます。

農政企画課

1・４
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⑦総合企画委員評価（外部評価）(続き）

評価
事業
番号

ご意見等の内容 担当課回答 担当等

　インターネットモール「とっとり
市」も、この時期だからこそ、販路や
新規出展企業の確保と拡大が必要だと
考える。

　本事業に加えて別事業にて、コロナ禍で
の販路拡大の推進として３０％オフや送料
無料のキャンペーン等に取り組んだことに
より、全体の売上向上が図られると同時
に、新規に参画される店舗も増加している
ことから、今後も同様の取組を継続しなが
ら、新規店舗へのアフターフォローなど、
ハンズオン支援を継続していきます。

経済・雇用戦
略課

外部評価区分
①KPI達成に有効であった　②KPI達成に有効とは言えない

①
KPI達成
に有効で
あった

1・４

　ブランド化と販路拡大等について
は、コロナ禍で注目が高く、展開の拡
大が望める事業かと思われる。商品の
ブランド化や商品開発などに向け積極
的に動いていただきたい。

　鳥取県オリジナル品種のイチゴ「とって
おき」や鳥取地どり「ピヨ」など、ブラン
ド化を進めている品種の生産拡大への支援
や、加工品の開発・ブランド化への支援を
行うとともに、（株）地域商社とっとりに
よる商談やECサイトの活用により、積極的
に販路拡大に繋げたいと考えます。
　また、コロナ禍により大きな影響を受け
ている、食品加工や飲食業において、ＥCサ
イトを活用した販路拡大への事業の再構築
が進んでおり、積極的に支援し、販路拡大
を促進します。

農政企画課

企業立地・支
援課

2

　とっとり市のインターネットモール
運営は概ね順調のように見える。民業
圧迫を避けるため、民間移行について
も考慮すべきと考える。

　出店料収入と運営に要する経費の対比か
ら、早期の民間移行は困難ですが、事業の
着実な成熟を図り、民間移行が可能な状況
となり得るよう収益性を向上していきま
す。

経済・雇用戦
略課

2
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（６）中心拠点と公共交通ネットワークの再構築による多極ネットワーク型コンパクト
　　シティ推進事業

①基本事項

事業名 中心拠点と公共交通ネットワークの再構築による多極ネットワーク型コンパクトシティ推進事業

事業タイプ 横展開タイプ 事業分野 まちづくり 実施期間 R2年度～R4年度

1

鳥
取
駅
周
辺
再
生
基
本
構
想

策
定
業
務

鳥取駅周辺再生基本構想策定業務
　令和元年度に実施した鳥取駅周辺の構造
的な課題を把握・整理する基礎調査を踏ま
え、駅周辺の魅力向上を図るための今後１
０年の方向性を検討した上で、鳥取駅周辺
再生基本構想（第２期）を策定する。

●鳥取駅周辺再生基本構想
（第2期）を令和3年3月に
策定。

都市整備部
中心市街地整備課

鳥取駅前周辺
にぎわい創出事業

②事業概要

　鳥取駅周辺を麒麟のまち圏域の中心市のエントランスにふさわしい利便性の高い、活気、魅力のあるエリアにすることを
目的とする。エリア周辺の構造的課題の把握、回遊性・滞在性の向上による魅力の創出、遊休不動産の利活用を通じてまち
の魅力を高める「リノベーションによるまちづくり」の推進を行う。また、市内外からの来訪者増加に向け、持続可能で利
便性の高い公共交通の再構築に向けた事業を展開する。

③令和２年度実施事業

事業
番号

事業名 概要 主な実績

担当部（局）課等

実施事業を含む予算中事業名

3

鳥
取
駅
北
口
広
場

ラ
イ
ト
ア
ッ

プ

プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト

鳥取駅北口広場ライトアッププロジェク
ト
　鳥取駅北口周辺広場のライトアップ装飾
を施すことで、人々が滞在しやすい空間を
整え、賑わいの創出を図る。

●鳥取駅北口周辺広場のケ
ヤキ広場のライトアップの
バージョンアップを実施。
・通年点灯とすることで
人々が滞在しやすい空間を
創出。

都市整備部
中心市街地整備課

鳥取駅前周辺
にぎわい創出事業

2

鳥
取
駅
前

フ
リ
ー
W
i
F
i

整
備
事
業

鳥取駅前フリーWiFi整備事業
　鳥取駅周辺施設等に公衆無線ＬＡＮ環境
を整備し、市民・来街者等が滞在できる憩
いの場を整える。また、一帯の拠点性を高
めるためにTottori　eikimae Free　Wi-Fi
と名称づけ、周辺広場の活用とあわせ、市
内外の情報発信を行う空間を整備する。

●鳥取駅前の風紋広場、ケ
ヤキ広場、バード・ハット
の公共空間にWi-Fiを設
置。（令和3年3月より提
供開始）

都市整備部
中心市街地整備課

鳥取駅前周辺
にぎわい創出事業

4

市
道
駅
前
太
平
線

賑
わ
い
創
出
事
業

市道駅前太平線賑わい創出事業
　鳥取駅北口広場において社会実験を実施
し、人が自然に集まる賑わい空間の実現に
向けた方策を検討する。

●社会実験の実施は新型コ
ロナウイルス感染症の影響
により見送り。

都市整備部
中心市街地整備課

鳥取駅前周辺
にぎわい創出事業
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事業
番号

事業名 概要 主な実績

担当部（局）課等

実施事業を含む予算中事業名

6

自
動
運
転
等
に
関
す
る

次
世
代
公
共
交
通

シ
ス
テ
ム
の
導
入
検
討
業
務

自動運転等に関する次世代公共交通シス
テムの導入検討業務
　交通事業者の運転者不足が深刻化し、バ
ス路線等の廃止や減便が続いているため、
自動運転バス等のAIやIoTを活用した次世代
公共交通システムの導入に向けた調査・研
究等に取り組み、生活を支える持続可能な
公共交通ネットワークの構築を図る。

●国内における自動運転に
よる移動サービスの事例調
査・研究を行い、導入に向
けた課題整理、今後の取組
方針について検討を行っ
た。

都市整備部
交通政策課

未来型地域交通連携確保
事業費

5

遊
休
不
動
産
利
活
用
推
進
事
業

（

リ
ノ
ベ
ー

シ
ョ
ン
ま
ち
づ
く
り
関
係
）

遊休不動産利活用ワークショップ開催経
費、専門アドバイザー派遣事業、遊休不動
産活用事業
　リノベーションまちづくりに取り組む民
間プレイヤーの育成を行う「遊休不動産利
活用ワークショップ」の開催、当該ワーク
ショップや遊休不動産活用に取り組む団体
等に対し、その分野の専門家をアドバイ
ザーとして派遣する「遊休不動産専門アド
バイザー派遣事業」の実施、遊休不動産を
活用して、まちなかの賑わいに資するイベ
ント等を開催する団体等を助成する「遊休
不動産活用事業」を実施し、民間主導の持
続的なまちづくりを促進する。

●ワークショップ（空き家
会議）は、新型コロナウイ
ルスの感染拡大を踏まえ、
遊休不動産を活用した取組
を実践する事業者や専門家
等3名による対談に変更
し、Youtubeで配信。

●遊休不動産専門アドバイ
ザー派遣事業の活用0件

●遊休不動産活用事業によ
る助成制度の活用0件

都市整備部
中心市街地整備課

遊休不動産利活用
推進事業

④事業費について

総事業費 21,081 千円

財源内訳

地方創生推進交付金（国補助金） 9,290 千円

その他の特定財源 0 千円

一般財源 11,791 千円

⑤重要業績評価指標（KPI)

指
標
1

指標名 中心市街地における歩行者・自転車通行量（平日・休日）（人/年度）

関連する事業番号 １～５ 担当部（局）・課等
都市整備部

中心市街地整備課

基準値
H30年度

R2年度 R3年度 R４年度

達成率 97.8%

実績値 14,525 14,398

目標値 ー 14,725 14,925 15,125
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⑤重要業績評価指標（KPI)（続き）

指
標
２

指標名 遊休不動産の利活用件数（件/年度）

関連する事業番号 5 担当部（局）・課等
都市整備部

中心市街地整備課

基準値
H27年～H30
年度（累計）

R2年度 R3年度 R４年度

目標値 ー 2 2 2

達成率 150.0%

実績値 8 3

R3年度 R４年度 R2年度 R3年度

目標値 ー 2,585 2,456 2,334

基準値
H30年度

R2年度

内部評価
内部評価区分
①地方創生に非常に効果的であった
全てのKPIが目標値を達成するなど、大いに成果が得られたとみなせる場合
②地方創生に相当程度効果があった
一部のKPIが目標値に達しなかったものの、概ね成果が得られたとみなせる場合
③地方創生に効果があった
KPIの達成状況は芳しくなかったものの、事業開始前よりも取組みが前進・改善したと
みなせる場合
④地方創生に対して効果がなかった
KPIの実績値が開始前よりも悪化した、もしくは取組としても前進・改善したとは言い
難いような場合
⑤評価対象外
事業を実施しなかった場合

③

⑥今後の方針について

事業番号１
　鳥取駅周辺再生基本構想（第２期）の策定により、令和3年度から令和12年度までの10年間で優先的
に取り組むべき基本方策が整理された。今後は本構想をもとに、事業実施に向けた基本計画を策定し、鳥
取駅周辺の再生に繋げていく。

達成率 90.3%

指
標
３

指標名 圏域の路線バス利用者数（千人/年度）

関連する事業番号 6 担当部（局）・課等
都市整備部
交通政策課

実績値 2,721 2,335

事業番号２
　鳥取駅周辺の公共空間でのWi-Fi環境整備により、観光客等来街者が情報収集できる環境が構築され、
利便性が向上した。引き続き、Wi-Fi環境を提供し、他の事業との相乗効果により、賑わいの創出と回遊
性の向上を図る。

事業番号３
　令和２年度の事業により、隣接する風紋広場との一体的なデザイン・整備によるライトアップ演出が可
能となり、駅前のシンボルとしての空間形成を図ることができた。今後は市民にとっての憩いの場の創出
や、イベント利用や出店など公共空間の利活用促進を図り、中心市街地への誘客へ繋げる。
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事業番号５
「鳥取市リノベーションまちづくり構想」に基づき、リノベーションまちづくり会議の開催、投融資制度
の活用等による事業化の伴走支援や民間、地域によるエリアマネジメント推進に向けた取り組みを進める
とともに、遊休不動産所有者と民間事業者のマッチングの強化を図っていく。

事業番号６
　令和２年度に行った、自動運転による移動サービスの導入にあたっての課題整理や今後の取組方針につ
いての検討結果を踏まえ、システム開発企業や交通事業者との協議を行う。

⑦総合企画委員評価（外部評価）

⑥今後の方針について（続き）

事業番号４
　令和3年度は、感染拡大状況を踏まえながら社会実験を実施をする。鳥取駅周辺に位置する公共空間を
活用した日常的な賑わいを生み出す取り組みにつなげるため、実験による効果や課題を整理し、駅周辺の
再生に繋げていく。

評価
事業
番号

ご意見等の内容 担当課回答 担当課

①
KPI達成
に有効で
あった。

1

　合併時より、中心市街地の活性化に
ついては、２核2軸の構想があった。少
なからず批判があることも承知してい
るが、市街地の活性化は鳥取市の大き
な課題である。新たな構想の下に、着
実かつ斬新な発想で推進していただき
たい。

　令和3年度から令和12年度までの「10年
間」を対象期間とし、今後10年間で優先的
に取り組むべき基本方策について整理した
鳥取駅周辺再生基本構想（第2期）に基づ
き、鳥取駅周辺の賑わい創出に取り組んで
まいりたいと思います。

中心市街地整
備課

　本市は、市内随一の交通結節点である鳥
取駅周辺に、市内の観光地の情報や公共交
通機関の情報などを確認することができる
デジタルサイネージを新たに設置し、令和3
年7月1日より運用を開始しています。この
サイネージでは、スマートフォンでQRコー
ドを取得することで、駅から鳥取城跡まで
回遊するための代表的なルートを案内する
ことを可能としており、市民や観光客の皆
様の利用を図っていくこととしておりま
す。
　ご提案いただいた施設予約可能なアプリ
については、既に民間事業者等が運用され
ているものも多数ありますので、行政とし
て新たに作成するのか、既存ツールの活用
で足りるのかも含め、関係部署で研究して
みたいと思います。

中心市街地整
備課

1～５

　鳥取駅周辺再生基本構想（第2期）が
策定され、Wi-Fi整備や駅北口広場ライ
トアップも実現し、ハード整備が進ん
だ。コロナ禍で見送られた賑わい創出
事業の実施や、策定された再生基本構
想の着実な実現を期待したい。

1～５

　本事業による施設等を利用して、駅
前に滞在する人々を目にしたり、リノ
ベーションされた空き家に住む知人が
いたりと、鳥取駅前が進化している実
感があった。地元のクリエイターや職
人が関わっているという話も聞こえ、
市と個人、双方にとって喜ばしい事例
だと思う。大火後に再建された鳥取市
街独特の街並みを守りながら、将来の
発展につなげる活動をぜひ継続してほ
しい。

2

　スマートフォンで市内（中心市街地
等）の食や買い物、観光などの紹介や
案内、予約ができるようなアプリの開
発などに取り組んではどうか。
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⑦総合企画委員評価（外部評価）（続き）

評価
事業
番号

ご意見等の内容 担当課回答 担当課

　完全に近い自動化の実用化には、ま
だまだ相当に時間を要すると思う。当
面、例えば電磁誘導線方式によるセミ
自動運転なども検討してはどうか。

　自動運転は電磁誘導線やGPS、３次元地
図などを活用した運行手法があり、それぞ
れに課題もあります。今後、安全性や実現
性、コスト面等も含めて本市の実情に合っ
た最適な手法を検討していきます。

交通政策課

外部評価区分
①KPI達成に有効であった　②KPI達成に有効とは言えない

①
KPI達成
に有効で
あった。

4

　鳥取駅北口から中心市街地への根本
的な動線の見直しが必要なのではない
かと考える。

　鳥取駅周辺再生基本構想（第2期）では、
４つのめざすべき将来像の１つとして、～
居心地が良く歩きたくなるまち～を掲げ、
歩行者動線及び案内機能の改善・強化によ
り、駅周辺と既存商業等中心市街地内の施
設間に、市民や観光客など多様な人の流れ
を作り出すとともに、人が集まり、交流で
きる憩い空間を創出したいと考えておりま
す。
　そのなかで今後10年間で優先的に取り組
むべき主な個別事業の考え方も示していま
すが、鳥取駅から駅周辺地区への回遊性向
上に向けて、関係機関等との連携のもと、
誰もが安全・便利・円滑に鳥取駅から商店
街へ移動できる歩行者動線の確保などを検
討していくこととしております。

中心市街地整
備課

6

　高齢化した鳥取市が持続するための
大きなポイントだと考える。ぜひ成果
につなげてほしい。

　引き続き、交通事業者や関係機関と連携
し、無人自動運転バスの実用化に向けた取
組を推進していきます。

交通政策課

6
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